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１ 地方公会計制度の概要
・民間企業の会計手法の考え方を取り入れた公会計制度

 （総務省による統一基準）

・財務書類３表を作成し、現金主義会計を補完

現金収支に基づく予算の適正・確実な執行

発生主義会計の考え方により、以下が分かる

① 県の保有する資産・負債の総額(ストック)

② 行政活動に要した全てのコスト(フルコスト)

 現金支出を伴わないコストも含まれる

補完

地方公会計財務書類

1

「一般会計等財務書類」を作成（本資料の単位）
（一般会計と、地方公営事業会計以外の特別会計の合算。国民健康保険事業会計は地方公

営事業会計に該当するため合算の対象外。）

歳入歳出決算

財務書類の対象会計



２ 貸借対照表

・資産・負債の総額や、

資産から負債を控除し

た純資産(正味の財産)

といったストック情報

から、年度末時点の財

務状況を把握
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資産

純資産
(資産-負債)

負債
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（単位：億円）

図１ 資産･負債･純資産(貸借対照表)

臨時財政対策債：国から交付される地方交付税の不足額を補填するために発行する

地方債で、償還費用は後年度の地方交付税で措置される

純資産比率：資産合計に対する純資産（正味の財産）の割合。純資産÷資産総額

資産合計

50,795

純資産 10,261

純資産比率

資産 負債・純資産

負債のうち、

臨時財政対策債

負債合計

40,534

20,030 49.4%

20.2%

臨時財政対策債の割合が

大きく、正味の財産であ

る純資産（資産合計－負

債合計）が相対的に小さ

くなっている



土地 12,266

71.5%

建物 4,467

26.1%

工作物 247

1.4%
その他 164

1.0%

基金(固定資産)

8,601 69.6%

投資及び出資金

2,611 21.1%

長期貸付金等

1,142 9.2%

有形固定資産：土地・建物・工作物など

（物理的な形のある固定資産）

・事業用資産 ：庁舎･学校･県営住宅･県民利用施設など

・インフラ資産：道路･河川･港湾などの施設
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図２ 資産の内訳(貸借対照表)

（単位：億円）

土地 3,582

23.2%

建物 162

1.0%

工作物 9,588

62.1%

建設仮勘定

2,114 13.7%

有形固定資産

(事業用資産)

17,144 33.8%

有形固定資産

(インフラ資産)

15,446 30.4%

投資その他の資産

12,355 24.3%

流動資産

5,549

10.9%

有形固定資産

（物品）

243 0.5%

無形固定資産

57 0.1%



（単位：億円）
（括弧内の数値は対前年度比較の増減額）
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図３ 資産の推移(貸借対照表)

減債基金の減少などにより、資産合計が減少

有形固定資産 32,893

有形固定資産 32,833 (△ 60)

投資その他の資産

12,610

投資その他の資産

12,355(△ 256)

無形固定資産 52

無形固定資産 57（+5）

流動資産

5,351

流動資産

5,549(+ 198)

R6

年

度

R7

年

度

固定資産 (      )

固定資産

資産合計

(       )

資産合計

45,245

45,555

△ 310

50,795

△ 112

50,906

※「減債基金」は本県の条例上「県債管理基金」となる。



図４ 負債の推移(貸借対照表)
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県債償還が進んだことや臨時財政対策債の新規発行額がゼロになっ
たことなどにより、県債残高が減少し、県全体の負債合計が減少

（単位：億円）
（括弧内の数値は対前年度比較の増減額）

※地方公会計で計上される県債残高は将来の返済に備えた満期一括償還に係る積立額を含む実額残高としている。

県債 17,094

県債 16,504 (△ 590)

臨時財政対策債

21,221

臨時財政対策債

20,030(△ 1,191)

その他 3,813

その他 3,999

(+ 186)

R6

年

度

R7

年

度

負債合計

(    )

負債合計

40,534

42,129

△ 1,595



３ 行政コスト及び純資産変動計算書
＜行政コスト計算書部分＞

・経年による資産価値の減

少など、現金支出を伴わ

ないコストを含めた、一

年間の行政活動に要した

「フルコスト」を把握

＜純資産変動計算書部分＞

・コストが税収等の財源で

賄えているかを把握

・純資産（正味の財産）の

増減内訳を把握
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行政コスト

計算書

純資産変動

計算書
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図５ 行政コストの推移(    )行政コスト及び純資産変動計算書
のうち、行政コスト計算書部分

（単位：億円）
（括弧内の数値は対前年度比較の増減額）

人件費や補助金等が増加したことなどにより、費用合計が増加

人件費 5,378

人件費 5,654

( )

物件費等

2,691

物件費等

2,963

(    )

その他の業務費用 600

その他の業務費用 484 ( )

補助金等 9,394

補助金等 10,296

( )

その他の移転費用 727

その他の移転費用 707 (      )

臨時損失

90

臨時損失

37( )

R6

年

度

R7

年

度

業務費用

移転費用 (        )

業務費用 (    )

移転費用

費用合計

( )

費用合計

20,140

+ 1,260

18,880

8,669

9,101

10,121

11,002
+ 276

+ 272

△ 117

+ 902

△ 20
△ 53

+ 431

+ 882

※「補助金等」は介護医療児童関係費等の義務的経費が主に占めている。



年度末純資産残高 8,778

年度末純資産残高 10,261

R6

年

度

R7

年

度
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図６ 純資産の変動(  )行政コスト及び純資産変動計算書
のうち、純資産変動計算書部分

（単位：億円）

本年度差額：税収等の｢財源｣と｢純行政コスト｣の差額。なお、純行政コストには資産整備や県債償還などに係る
支出を含まないため、｢本年度差額｣は、決算上の収支差額である実質収支や単年度収支とは異なる。

税収等の財源が増加したことにより純行政コストを上回り、
本年度差額がプラス

⇒ 行政コストが財源で賄えているといえる
⇒ 純資産残高は増加

純資産の
増減要因

①純行政コスト △19,359
（行政コスト計算書の収益と費用の差額）
②財源（税収等・国等補助金） 20,843
③その他変動要因                  0
R7年度純資産変動額（①＋②＋③） 1,484

1,484



・収入・支出を３つの活動

①業務活動

②投資活動

③財務活動

に分類して表し、

一年間の現金の動きを体系的

に示したもの

４ 資金収支計算書
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①業務活動

②投資活動

③財務活動



業務活動収支

＋

＝

＋

投資活動収支

財務活動収支

本年度資金

収支額

財務活動

2,451

財務活動

4,243

投資活動

3,707

投資活動

4,468

業務活動

25,513

業務活動

23,131

収入項目 支出項目

収入総額

31,670
支出総額
31,842

+ 2,381

△ 762

△ 1,792

△ 172

本年度末

資金残高
345

前年度末

資金残高

図７ 資金収支の状況(資金収支計算書)
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… 県債の発行・償還の収支など

… 通常の業務活動に関する収支
（税収･人件費･物件費など）

… 公共施設の整備、基金の
積立･取崩に伴う収支など

 ＋ (税収等＞通常の支出)

 △ (基金取崩等＜積立等)

  △ (県債発行＜償還等)

  ⇒税収等の増により、業務活動

の収支が改善し、基金の積立な
どの投資活動や県債の償還など

が進められている

業務

投資

財務

（単位：億円）

＝

＋

517



資金収支計算書

金額
業務活動収支 2,381
投資活動収支 △ 762
財務活動収支 △ 1,792

本年度資金収支額 △ 172
前年度末資金残高 517
本年度末資金残高 345

219

564

科目

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

貸借対照表

科目 金額 科目 金額

資産 50,795 負債 40,534

純資産 10,261564

うち、現金預金

５ 財務書類の総括と相互関係

*1 貸借対照表の現金預金の金額は、資金収支計算書の本年度末現金預金残高と一致する
*2 貸借対照表の純資産は資産と負債の差額として計算され、行政コスト及び純資産変動計算書の本年度末純資産残高と一致する
*3 資金収支計算書の本年度末資金残高は、歳入歳出決算書（従来からの官庁会計）の歳入歳出差引残額と一致する

*1

*3

*2
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歳入歳出決算書（官庁会計）

科　目 金 額

歳入 39,939

歳出 39,593

歳入歳出差引残額 345

（単位：億円）

行政コスト及び純資産変動計算書

科目 金額

費用 20,140
収益（使用料など） 781
純行政コスト △ 19,359

財源（税収など） 20,843
本年度差額 1,484

その他変動 0
前年度末純資産残高 8,778
本年度末純資産残高 10,261
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